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研究成果の概要（和文）： 

 
本研究は、家庭用輸送部門に焦点を当て、パーソントリップ調査、独自の Web アンケー

ト調査に基づいて地域のミクロな個人輸送の手段・目的別需要を分析し、EV、PIHV、バ

イオ燃料自動車の温暖化ガス排出削減効果の分析を行った。さらに超小型コミュータも含

め 1 日 15 分単位での家族構成別エネルギー需給モデルにより蓄電設備としての評価を行

い、超小型コミュータ＋軽自動車の組み合わせは、一定走行距離(50km)以上の移動には当

初から軽自動車を使わねばならないとしてもなお PIHV1 台よりも環境負荷が少ないこと

等を見出した。 
 

研究成果の概要（英文）： 
  This study aims at the assessment of the contributions of such new energy vehicles 
as Electric Vehicle(EV), Plug-in Hybrid Vehicle(PIHV) and biofuel vehicles to the GHG 
emission mitigations based on the existing person-trip survey and web-based survey 
developed by us covering 5400 responses. We also introduced a ultra-small commuter.   
We also established a residential building to assess how the EV/PIHV can contribute to 
the energy conservation as an energy storage system. This research provided variaous 
finding including that ownership of ultra small commuter + Light Duty Vehicles 
contributes better to GHG emission mitigation thatnthat of PIHV, even if driving 
length of commuter is less than 50km. 
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料自動車なども注目されていた。EV/PIHV 
は従来型のエンジン自動車に比べコストや

航続距離に限界がある等の指摘がある。また、

家庭においては太陽電池など分散型電源を

組み入れる SmartGrid にも着目があり、こ

こで太陽電池の天候による変動や電力需給

のずれを吸収するための電力貯蔵装置の一

環としての EV や PIHV にも期待が集められ

ていた。このような利用形態においては、ど

の時間帯に、何 km の走行需要があるかの分

析が必要であるが、これまでデータの欠如の

ためなされていなかった。また少子高齢化の

進行により、自動車の利用パターンの変化や

地域性は重要であった。そこで、本研究課題

においては、個人ベースの自動車の利用パタ

ーンを調査し、(1)現在の自動車利用パターン、

(2)EV/PIHV の 温 暖 化 対 策 能 力 、

(3)SmartGrid に組み込む場合の EV/PIHV
の貢献可能性に着目した調査と評価モデル

の開発を行う。 
 
２．研究の目的 
(1)本研究は、特に地域輸送の手段・目的別需

要に焦点を当て、EV/PIHV やバイオマス燃

料自動車の温暖化ガス排出削減効果の分析

を行うものである。本研究では地域の交通需

要パターンの調査データをもとに、新自動車

技術のあるべき位置づけを明らかにしよう

とする。 
(2)移動の需要と具体的な家庭用エネルギー

需給システムと組み合わせることで、実際の

目的別走行データに基づいて分析し EV や

PIHV の SmartGrid の要素としての寄与を

評価する。 
 

３．研究の方法 
(1) 平成 22年度は、まず栃木県を対象とし、

パーソントリップ調査に基づいて宇都宮市 8

地域のほか栃木県を 19 地域に分割し、地域

間の移動距離、目的、手段を世帯構成、年齢、

さらに自動車の保有台数や種類別にデータ

ベース化し、移動距離が使用者の属性に対し

どのように分布するかを明らかする。 

(2)平成 23 年度は、この既存の調査にないコ

スト負担と EV/PIHV への購入意思額、自動車

の利用時間帯、利用頻度などを Web アンケー

トにより調査を行い、EV/PIHV の導入効果の

地域性との関係等を評価する。 

(3)平成 24 年度は、上記の各県別・世代・持

家形態・家族構成・乗用車保有台数・おもな

乗用車使用時間帯、出先での駐車時間を合わ

せ尋ねたアンケートをもとに、近年注目され

ている短距離移動を主目的とする超小型 EV

コミュータの利用可能性を調査し、さらにこ

れと軽自動車の 2台所有と PIHV の CO2 排出

について、環境負荷低減可能性について比較

分析する。 

(4)さらに、EV と家庭用エネルギー需要の可

能性として、太陽光発電システムや CGS など

の分散エネルギー供給システムに HP,床暖房

などを含む 1日 15 分単位での家族構成別エ

ネルギー需給モデルを複数世帯間の連携を

含むよう拡張し、固定型蓄電設備及び蓄電設

備としての EV の利用可能性を評価する。 

 

４．研究成果 

(1)栃木県におけるパーソントリップ調査に

基づく自動車使用パターンの分析 

本研究では，地域間の違いを把握するため

宇都宮都市圏を 19 地域に分類し分析を行っ

た。また、家庭の世帯構成を表 2のように分

類した。結果走行距離分布について地域・職

業による違いは見られなかった。移動距離を

対数変換して頻度分布を作成すると図１の

ようになり、対数正規分布が当てはまること

が見て取れる。 

表１世帯構成 

 1 勤め人・男 主婦 学生（高校生以上） 学生（中学生以下）

2 勤め人・男 勤め人・女 学生（高校生以上） 学生（中学生以下）

3 勤め人・男 主婦 学生（高校生以上） 高齢者・女

4 勤め人・男 主婦 学生（中学生以下）

5 勤め人・男 主婦 高齢者・女

6 勤め人・男 勤め人・女

7 高齢者・男 高齢者・女
 

この PT 調査データから居住地、性別、年

齢、職業、交通手段、その交通手段の利用時

間のデータを取出し、地域別、利用交通手段

別の一日の移動距離を算出した。職業は学生、

就業者、主婦、無職、その他の４つに分類し、

集計を行った。 

走行距離分布について地域・職業による違

いは見られなかった。移動距離を対数変換し

て頻度分布を作成すると対数正規分布が当

てはまることが見て取れた。この結果を用い、

EV モード走行距離を例えば 50km に設定した

場合、EV モードでの平均電力消費とガソリン

モードでの平均燃料消費を計算することが

できる。ここでは、表２を設定した。 

 

表２ シナリオの設定 

 軽自動車 乗用車

シナリオ１ 買い替えなし（主婦利用） 20km走行可能EV乗用車

シナリオ２ 買い替えなし（学生利用） 20km走行可能EV乗用車

シナリオ３ 買い替えなし（主婦利用） 50km走行可能EV乗用車

シナリオ４ 買い替えなし（学生利用） 50km走行可能EV乗用車

シナリオ５ 20km走行可能EV軽自動車（主婦利用） 買い替えなし

シナリオ６ 20km走行可能EV軽自動車（学生利用） 買い替えなし

シナリオ７ 50km走行可能EV軽自動車（主婦利用） 買い替えなし

シナリオ８ 50km走行可能EV軽自動車（学生利用） 買い替えなし

シナリオ９ 20km走行可能EV軽自動車（主婦利用） 20km走行可能EV乗用車

シナリオ１０ 50km走行可能EV軽自動車（主婦利用） 20km走行可能EV乗用車

シナリオ１１ 20km走行可能EV軽自動車（学生利用） 20km走行可能EV乗用車

シナリオ１２ 50km走行可能EV軽自動車（学生利用） 20km走行可能EV乗用車

シナリオ１３ 20km走行可能EV軽自動車（主婦利用） 50km走行可能EV乗用車

シナリオ１４ 50km走行可能EV軽自動車（主婦利用） 50km走行可能EV乗用車

シナリオ１５ 20km走行可能EV軽自動車（学生利用） 50km走行可能EV乗用車

シナリオ１６ 50km走行可能EV軽自動車（学生利用） 50km走行可能EV乗用車
 

 

このシナリオの下でガソリンエンジン自動

車から EV への置き換えによる省エネルギー

性や CO2 排出削減の潜在性を評価できる。一

例を図１に示す。 
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図１ 代表的シナリオの効果 

 

図１よりシナリオによって CO2削減量は大き

く異なることが見て取れる。2 台とも EV に、

乗用車のみを EV に買い替えるシナリオいず

れもほぼ同じ程度の削減効果があった。シナ

リオ７の軽自動車を EV に買い替えるシナリ

オでは CO2排出の削減はほとんど見込めなか

った。以上より、EV の導入には地域差がある

が、最大約 47％の CO2 排出削減が見込める。

また、乗用車買い替えのその限界的効果は小

さい。 

 

(2)Web アンケートに基づく EV，PHV の利用パ

ターン分析と CO2 削減量の評価 

 本研究課題では東日本 5400 世帯を対象と

するアンケートを行ったが、同時期に西日本

5400 世帯を対象とするアンケートも実施し

た。ここでは両者を合わせた全国 10,800 世

帯アンケートの結果を示す。ここでは、全国

を全国 12 エリアに集約し、PIHV/EV の調査を

行う。今回は，①主な使用時間帯，②出先で

の主な駐車時間の項目を加え PIHV/EVの利用

可能性と出先での充電可能性、PV の利用可能

性を合わせ CO2 削減量の評価を行う。 

12 エリアにおける走行パターンを図２、３

に示す。休日は平日に比べ走行距離が長い傾

向にあることがわかる．また，平日であれば

20km/day 以内の世帯が約 80%程度を占めてお

り，40km/day ならば約 90%程度占めている．

なお，休日を含めても走行距離が 40km/day

以内である世帯は 80%を占める．さらに，沖

縄のみに関しては，どの場合でも走行距離が

短い結果となった． 

 

図２平日の走行パターン(戸建，集合) 

 

 

図３休日の走行パターン(戸建，集合) 

 

こ こ で 、 図 ２ ， ３ の 分 布 に 分 布 関 数

F(x)=a+bln(x)を当てはめると相関関数 R が

0.9 以上となり近似式として適用可能と考え

られる。1 日あたりの最長走行距離と平均走

行距離は下式で求められる。 

最長走行距離： 






 −=
b

a1
expX  

平均走行距離： Ａ＝bX 

 

上式をもとに EV 走行が可能な距離分をガ

ソリン消費回昼用と考え CO2 排出削減量を求

める。さらに現状の世帯がすべて PHV へ代替

した場合の CO2 削減量を算出した。PIHV の

EV モード航続距離を 20km とした場合の各エ

リアの世帯当たり削減量を図４に示す。 

 

図４ 一世帯当たり CO2 削減量(EV20km) 

 

 走行距離が短ければ出先での EV 充電をせ

ずに家庭での充電のみで賄う事が可能であ

るが、走行距離が長くなれば家庭での充電だ

けでは不足し、出先での充電が必要となる。

そこで走行距離別の駐車時間を調べる。一例

を図５に示す。 

 

図５休日の平均駐車時間(戸建、集合) 

 

結果、11km~30km の走行距離では約 40%の

世帯で 1 時間以上の駐車時間があり、31km 以

上の走行距離では約 40%の世帯で 4 時間以上

の駐車時間がある。これは出先でのインフラ

設備が整えば約40%の世帯がEV走行のみで往

復することが可能であることが示唆される。 

 休日の場合は、平日と比べて、駐車時間が



短い傾向が見られる。 

 本研究の結果をまとめると、 

①CO2 削減量からは、一世帯当では田舎エリ

アの方が 1.5 倍ほど都会エリアよりも CO2 削

減効果が高い結果となった。 

②平日と休日を比較すると、休日は走行距離

が長くなるが駐車時間も減り、約 80%が 4 時

間以内の駐車時間となる。逆に、平日の通勤

に利用する人は 4時間以上の駐車時間である

可能性が全体の 50%を占め,出先での充電が

可能であり高い効果を期待できる。 

 地域別には郊外エリアで EV、PHV が高い効

果を示した。 

 

(3) 超小型モビリティの導入における CO2削

減効果の評価 

 近年、近距離移動かつ乗車人数が二人以下

という利用パターンが主であるので超小型

モビリティという規格の自動車に注目があ

る。この場合、エネルギー消費効率が PIHV

よりもさらに向上できる反面、走行距離が短

く急速充電機能を持たないことのため、長距

離移動では当初からガソリン自動車あるい

はPIHVあるいはHV を使わねばならなくなる

ため、2 台所有が前提となる。従って、同じ

走行距離分布であってもエネルギー消費に

は異なる評価式を必要とする。これは、具体

的には具体的には，トリップ走行距離ｘ以下

の確率分布を F(x)，その密度関数を f(x)、

EV モード航続距離を C とすると，ガソリンモ

ードでの走行距離の平均値は 

PIHV の場合： ( )∫
∞

−
C

dx)x(fCx  

COMS+ガソリン自動車の場合： ∫
∞

C
dx)x(xf  

 

となる。この結果を表３に示す。 

 

表３ 各エリアにおける CO2 削減量のまとめ 

 
PHV-超小型(⊿CO2) 平日‐通勤 休日‐通勤 平日‐買い物 休日‐買い物 単位

北海道 0.047 0.054 0.037 0.038 t-CO2

東北 0.036 0.031 0.026 0.030 t-CO2

関東1 0.057 0.045 0.041 0.041 t-CO2

関東2 0.048 0.041 0.031 0.031 t-CO2

関東3 0.040 0.025 0.029 0.027 t-CO2

北陸・信越 0.036 0.030 0.029 0.031 t-CO2

東海 0.052 0.048 0.035 0.037 t-CO2

近畿1 0.063 0.039 0.038 0.037 t-CO2

近畿2 0.062 0.047 0.042 0.045 t-CO2

中国・四国 0.050 0.037 0.036 0.037 t-CO2

九州7県 0.077 0.077 0.056 0.057 t-CO2

沖縄 0.010 0.009 0.008 0.009 t-CO2
 

 

さらに、太陽電池利用の可能性を評価した。 

 

(4) 世帯構成を考慮した一般家庭における

エネルギー設備の導入と複数世帯間電力融

通効果の評価 

 EV/PIHV への期待として、家庭に太陽電池

(PV)を導入した場合の蓄電設備を兼ねる機

能がある。しかしこの評価には家庭用電力エ

ネルギーの詳細な利用パターンと自動車の

利用パターンも合わせ考察する必要がある。 

 そこで、本研究では建築学会による標準住

宅を想定した。ここに表２の世帯構成の家族

の生活パターンを 15 分単位で与え、電力需

要、空調需要、給湯需要を推計した。ここに

CGS、HP、PV、蓄電池、床暖房などのエネル

ギー機器を導入し、さらに EV/PIHV を導入し

た際の効果を評価する。 

15 分単位のエネルギー需要の例として、1月、

平日の場合における世帯構成 3、 世帯構成 6、

および世帯構成 7 の結果の例を図６に示す。 

本研究で想定したエネルギーフローでは

電力需要を購入電力、CGS、PV、家庭用蓄電

池、PHV、共用蓄電池によって供給されると

した。家庭用蓄電池の容量は 6kWh とし、充

放電効率は家庭用蓄電池、PHV、共用蓄電池

の全てで 90％と設定した。評価のためのエネ

ルギー設備導入シナリオを表４に示す。また

年間の天候と PV発電電力量変化を考慮した。 

結果、設備導入シナリオⅤの共用蓄電池ケ

ース Aで電力購入削減量は最大となっている

が、シナリオⅥのケース Aとの削減率の差は

およそ 0.3%程度であり、家庭用蓄電池と共用

蓄電池を同時に導入することによるメリッ

トはほとんどなかった。 
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図６ 15 分単位のエネルギー需要 

（世帯構成 3，7月，平日） 

 

表４ 家庭用エネルギー設備導入シナリオ 

シナリオ  導入設備 

従来 設備導入なし 

Ⅰ 蓄電池，PHV，PV 

Ⅱ 蓄電池，PHV，PV，CGS 

Ⅲ 蓄電池，PHV，PV，CGS，床暖房 

Ⅳ PHV，PV，CGS，床暖房 

Ⅴ 蓄電池，PV，CGS，床暖房 

Ⅵ PV，CGS，床暖房 

Ⅶ PV 

Ⅷ CGS 

Ⅸ CGS，床暖房 

 

PIHV/EV の利用ケースでは、利用電源によ

る差は非常に小さかった。 

 本研究をまとめると、蓄電設備に関しては

共用および家庭用の蓄電池の同時導入は相



殺効果が大きいこと、支出の削減効果に関し

ては十分な経済性を得ることができないこ

とが示された。 

 

(5) 地域コミュニティバスへの再生可能エ

ネルギー利用導入可能性評価 

 EV/PIHV の導入可能性は主に家庭が保有す

る乗用車について評価がなされている。しか

し高齢化社会においては地域内の公共交通

の役割も大きい。地域コミュニティバスでは

EV/PIHV のほか廃食油からのバイオディーゼ

ル利用が考えられる。本研究では流山グリー

ンバスを取り上げ具体的なバスの運行ダイ

ヤと天候をもとに両者の省エネルギー性や

コスト上の比較を行う。 

ここで本研究では文献から以下の仮定を

置く。電気バスの電費は 2.3km/kWh とする. 

電気バスへの充電条件を 

① ある(x)便走行後の電池残量が20%未満の

場合 

② 充電時間は 30 分とし，充電量は蓄電池容

量の 80%まで充電されるとする 

③ 最終バスが運行終了して次の日の始発が

運行開始されるまでの夜間は，電力会社

からの購入電力により蓄電池100%まで充

電されるものとする 

とする。また、地域の廃食用油発生量を推計

しメチルエステル化する「アルカリ触媒法-

湿式洗浄方式」で BDF製造を行うものとする．

収率は 90%で密度は 0.88 とし、廃食用油の利

用可能量は，発生量に対して一般家庭系が

100%，事業系が約 26%として計算した。 

 結果、 

(1) バス 1 台での運行路線に電気バス・太陽

光発電を導入した場合、経済性を現状よ

り最大で 23%改善できる。 

(2) 廃食用油の回収率が 28%に達すれば BDF

需給量が一致し、代替可能となる。 

(3) 電気バス・太陽光発電導入と BDF 両者共

に CO2 排出削減を見込めるが、コスト面

では電気バス・太陽光発電を効率よく導

入したほうが優れる結果となった。 
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